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最近におけるわが国中小企業問題論の
動向とその展開
—中小企業内部構造の階層分化と
小零細企業問題論の深化—
? ?
充
はしがき
本小稿の意図は，最近におけるわが国中小企業に関する研究ないしは中小企
業問題論がいかなる点に視点をあわせて分析され，論じられているかというこ
とを，若干整理分類し，またそれをつうじて，この研究分野における深化の傾
向を明らかにすることにある。したがってそれは，さらにできうれば，今後わ
れわれの研究にとって何が必要とされるべきであるかという問題意識なり，そ
の方向性等の曙光の一端を見出そうとすることにある。
I 予備的考察
ー分析視角としての「総合理解方式』の再認識ー一
1 
周知のように，現在，ことにわが国において，いわゆる中小企業を対象とす
る研究・分析，したがってその問題論は非常に盛んであり，しかも一層の広が
りと深化の様相を呈している。それはあたかも経済学史あるいは経済思想史の
分野において，いまなお重農学派研究が盛んであるということとある意味にお
いて類似しており，かつて横山正彦氏が， 「ヘンリー・ヒッグスもいっている. . . . .. . . . . . . . . . . . . 
ように重農主義については， これを研究する学者の数だけ異なった見解があ
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如1)(はしがきivページ，頭点筆者）とのべられた章句をそのまま中小企業研究
の場合についてあてはめてもよいような様相さえ呈しているのである。
もとより，いずれの研究分野においても，その依って立つところの分析視角
等から，なんらかの理論的立場等に整理分類することは可能である。中小企業
研究の場合についてもそれは例外ではなく，また，そうすることの必要性が今
後のこの分野での研究・分析の一層の広がりと深化のために痛感されていると
いっても過言ではないであろう。
2 
そこでまずわれわれは，以上のような要請に応えて，いわば基礎的役割を果
すべく，関係文献資料の紹介および解説という総合的事実認識に基づくところ
のアプローチをあげることができる。
この立場は，藤田敬三氏によって提唱されたことにはじまる。すなわち，「今
日屯小企業に関係ある研究機関や個人の中小企業に関する著書，論文，資料な
どの量は海外のものを除いても毎月相当数に上って」2) (2ページ）いることか
ら，専門研究者および各界の関係実務家の便に供すべく適切な解説事業の必要
性と，それにもまして，「われわれの中小企業が今やかつてない重大な転期に
際会しており，この機に臨んでその認識を明確にし，これに善処することがな
ければ，決定的な悔を将来に残すこととなる虞」（注2>-2ページ）が痛感さ
れていることからあらわれたものである。
そしてこの立場はまた，藤田氏が強調されるように， 「従来の日本中小企業
問題はあくまで日本経済の枠内でのことであり，一国経済内での大と中小との
カの不均衡，さらには支配従属の関係からくる諸々の問題であり，従ってまた
そこには一定限度における調節の余地もないわけではありません」 （注2>-
2~3ページ），「……加えて最近における東西両陣営の接近や， 日中国交回復
1)横山正彦著「重農主義分析」岩波書店， 1958年4月。
2)藤田敬三「発刊のことば」，大阪経済大学中小企業経営研究所「中小企業季報』，1972,
No.1, 1972年4月。
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の曙光が資本侵略の姿勢から平和的経済協力への転換，アニマル的交流から知
識集約的交流への切替を要求しつつある情勢下での中小企業問題はすぐれて国
際的な対応を要求されつつ」（注2>-3ページ）あることから，「上のような視
野に立った中小企業問題の展開」（注2>-3ページ）が予想され， 切望されて
いることに応えようとするものである。
これを要するに，この立場は，また，山中篤太郎氏が， 「科学的に必要なの
は，この相違と整合とをこえて，すぺてに妥当する統一的な中小企業理論をも
つことである。つまり， 中小企業の現実の異同をこえて，科学的に妥当する
「国際的」中小企業論を得ること，これであり，この統ーが現に日程に上って
いる課題なのである」3) (9ページ）とのべられ， 「国際的規模での研究に役立
つこと」 （注a>-10ページ）への評価と期待という章句からも， 単なる総合的
事実認識のみの立場でなく，国際的規模におけるところの科学としての総合的
事実認識論ともいうべき統一理論への試金石でもあるのである。
なお，この立場は，かつて山中篤太郎氏によって画期的に論じられて主張さ
れた， 中小企業研究における，「いわば分離理解的な諸傾向に対して， 中小エ
業論の体系化」4) (序1ページ）された「総合的統一理論」 （注4>-46ページ），
「分離理解方式（中小企業を全く中小企業として，いわぱ真空の中にとり出された孤
立独存の存在の｀ような地位に置いて考える見方）から総合理解方式」5) (12ペー ジ，ぉ
よび13ページ）という理論的立場を，将来に向けて一層あるべき姿として， 中
小企業理論の確立という究極の目標のもとに，現実過程においてはその基礎的
役割を果すべく，総合的事実認識に立つ立場であるといえよう。
3)山中篤太郎「中小企業問題とその展開との求めるもの一「中小企業季報』創刊によせ
つつー」，大阪経済大学中小企業経営研究所 前掲書。
4)山中篤太郎「中小工業の本質と展開一国民経済構造矛盾の一研究ー」有斐閣， 1948年
2月。
5)山中篤太郎「中小企業本質論の展開」，藤田敬三・伊東岱吉編「中小工業の本質ー中
小企業叢書―V」有斐閣， 1954年2月。
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それでは，現在，どのような立場から中小企業を対象とする研究・分析，っ
まり中小企業問題論があらわれているであろうか。
もとより，中小企業を対象とする研究・ 分析，あるいは中小企業問題論・中
小企業理論という限り，当然それらが， 「総合理解方式」的であることは周知
の事実であるとしても，その問題意識として中小企業をいかに本質的に把握す
るか，また，その現象形態や，それに影響を与えている社会・経済等の背景・
環境等をいかに実態的に把握するか，さらに，その理論的立場，分析視角等が
いかなるものであるか，ということが問題とされねばならないであろう。
以下においては，紙数の限界からもこれらについては止むなく簡素化して要
約的に関説しておこう。
まず，中小企業研究の出発としての，中小企業の本質的把握について概観し
ていこう。これについては，すでに松原藤由教授によっても， 「大工業， 従っ
て，独立の大資本と中小工業， 従って， 従属的中小資本」6)とを対置せしめ，
「意識ないし把握せねばならないことの必要」7) (219ページ）が強調されて論じ
られている。それはとりもなおさず，上にみてきた「総合的罪解」の立場に立
つものである。
さて，このような「日本中小企業問題の本質とその分析視角」s)(117ペー ジ）
について，瀧澤菊太郎氏も，もちろん「分離理解的」分析視角や，単なる「大
小企業対比的」分析視角に対しては批判的立場をとり，しかもマルクス経済学
的分析視角とは異なった立場から， ことに， 「日本中小企業問題についての国
6)松原藤由「中小工業の本質」，藤田敬：：：：：・伊東岱吉編 前掲書， 338ページ，および松
原藤由「わが国中小工業の基本的問題」， 関西大学経済学会「経済論集」第2巻第 1
号， 1952年2月。
7)松原藤由著「全訂版 工業経済学の基本問題』法律文化社， 1971年3月。
8)滝沢菊太郎「中小企業問題の本質ーその現象的形態・問題意識と本質」， 伊東光晴軟
筆編集『日本経済分析の再検討』広文社， 1966年10月。
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際的分析視角の重要性」を強調されて理論を展開されている（注s>-111-123
ページ参照）。それは， 「中小企業問題が資本主義国民経済における問題であり，
••…•それは，……産業資本がすでに確立され，近代的大工業がますます巨大化
し，独占化する時期における問題である」（注s>-111ページ）からなのである。
要するに，まず中小企業論の出発点は，周知のように一般的にみて，いずれ
の理論においても，その対象たる中小企業の本質あるいは問題性を，中小企業
それ自体においてではなく，これに対置するところの巨大ないしは独占的大企
業との関連において把握することにおかれている。そしてそれは，具体的に
は，その問題性が深刻化する時期，いわゆる独占化の本格化の過程，つまり高
度の資本主義発展段階で顕著化してくる「産業構造上の 1つの『矛盾』」9) (2 
ページ）として把握せねばならないのである。 したがって， 中村秀一郎氏によ
っても指摘されたように， 「わが国の独占資本主義においては， とくにこの分
裂・分散の傾向（資本蓄積法則の貫徹の一形態として，独占段階における生産の集積と
集中，これにもとづく独占の確立という基本的傾向にたいする，多数の中小資本への資本
の分裂・分散という抵抗的傾向）がきわだっており，わが国における中小企業問
題は，その深さと広がりにおいて，他の独占資本主義諸国に例をみない諸特徴
を」10) (13ページ）いかに理解するか，具体的には， それぞれの研究者・論者
によって「提示された資本主義経済観」11) (13ページ）によって特徴あるもの
となってあらわれてくるのである。
9)藤田敬三・高城寛「資本主義の発展と中小企業」， 藤田敬三・竹内正巳編『中小企業
論（新版）」有斐閣， 1972年4月。
10)中村秀一郎「中小企業理論の転換点＿現段階における中小企業問題」，『経済評論』日
本評論社， 1960年10月号。
11)清成忠男氏も山中篤太郎氏のいわれる中小企業本質論における「総合的理解方式」を
強調される。一清成忠男著『日本中小企業の構造的変動」新評論， 1970年4月。 な
ぉ，本書については，関西大学経済学会『経済論集」第20巻第1号 (1970年5月， 85
~92ページ）に新刊紹介した。
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n 最近におけるわが国中小企業問題論の動向とその展開 (1)
1 
そこでまず，本小稿の主題である最近のわが国中小企業問題論の動向に対す
る社会・経済的背景として，現段階における日本資本主義の経済発展・推移，
あるいはその産業構造上等にみられる諸特徴ー一これについては周知のもので
あり，今更改めてここにのべるまでもないと思われるが一~をできる限り簡潔 こ
に素描しておこう。
すなわち，戦後わが国資本主義の発展・推移は， 1960年代にいたり，高度成
長政策をともなって，「開放経済体制」の下に，いちじるしく発展をとげ， こ
とに重化学工業化率で世界第 1位， GNPでは，資本主義諸国世界で第2位を
獲得した。このように，発展的重化学工業に直接寄与した業種は， 化学，電
機，機械，自動車等の分野であり，その下請ないしは関連産業分野における中
小企業，それも上位層にあって，質的というよりも量的側面における方に，ょ
りウエイトがかかった拡大発展の現象がみられた。しかしながら，その後の推
移は，一方，対内的には，これらの分野の停滞，不況，それも単なる一時的で
第1表従業者規模別製造業の事業所数の推移
(1) 1956~1962年
従業者規年模l1956 ― I 1957 I -1958 I 1959 I 1960 I 
1~3人 237,807 248,712 242,647 236,064 248,730 
4~9 84,624 94,265 90,564 87,192 96,9~3 
10~29 80,074 86,590 87,266 90,093 97,408 
30~99 23,962 26,564 27,048 30,061 33,553 
100~299 4,976 5,517 5,700 6,602 7,588 
300~999 1,491 1,602 1,695 1,930 2,210 
1000人以上 439 477 I 452 539 618 
1~299人1431,4431461, 648 453,225 50,012 484,222 
300人以上 1,930 2,079 2,147 2,469 2,828 
1961 I 1962 
247,360 243,416 
96,649 97,683 
101,803 103,150 
34,541 35,968 
8,261 8,699 
2,447 2,601 
689 685 
488, 6141 488, 916 
3,136 3,287 
合計¥433, 3731463. 121 ¥ 455. 312 ¥ 452,481 1 487,050 I 491, 750 1 492. 202 
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(2) 1962~1971年
11962 I 1963 I 1964 I 1965 I 1966 I 19.67 I 1968 I 1969 i 1910J 1971 
1~3人243,416 
} 415,54 410,282 404,971 433,431 435,471 437,188 475,068 479,376 
4~9 97,683 
10~19 73,942 65,032 61,109 74,451 81,132 83,403 84,462 88,773 88,761 
20~99 65,176 70,069 69,815 65,535 66,636 66,109 66,123 67,824 69,007 
100~299 8,699 9,263 9,614 9,566 10,013 10,198 10,669 11,096 11,457 11,388 
300~999 2,601 2,720 2,817 2,853 2,877 3,002 3,122 3,297 3,436 3,350 
100人以上 685 699 738 730 743 775 824 878 894 892 
1 ~299人488,916 559,990,550,820 554, 5283 1591, 212 595. !~!l598. 442 642, 751 4648,3,6030 1 ― 
30人以上 3,286 3,419 3,555 3, 3,620 3, 3,946 4,175 4,242 
合計 1492,2021563, 3271554, 3751558, 1061594, 8321598, 9581602, 3881646, 9261 652,931 
資料：通商産業省「工業統計表』ー中小企業庁編「中小企業白書」（昭和39年度版）
1965年3月， 353ページの付表1, および「中小企業白書」（昭和48年度版） 1973年
6月，付表5。
はなく，いわゆるスタグフレーション化，これに加えて，伝統的にわが国中小
企業存立基盤の一つであった低廉豊富な労働力が労働力不足問題へと転じて深
刻化しだした。他方，対外的には，開放体制＝自由化への一層の進展，開発途
上国の追い上げの急迫，さらに70年代に入って，いわゆるニクソン・ショック
＝ドル切り下げ (71年8月）を発端に，円切り上げ，そして国際的通貨危機等々
の不安な情勢に直面しているのである。このような社会・経済的背景のもとに
中小企業構造において，ことにその下部層を形成している，いわゆる小零細企
業の中にあって，経済発展ないしは高度成長期，したがって，産業構造の高度
化過程において，上昇しうるもの＿マーシャルのいわゆる上向運動<the
movement upwards> 12 > (p. 310, 邦訳書304ページ）—一以外にも，駆遂，淘
汰されることなく，つまり量的にみて絶対的に縮小化することなく，むしろ逆
12) Alfred Marshall, "Principles of Economics" Ninth (Variorum) edition, with 
Annotions by C.W. Guillebaud, Volume I, Text (Macmillan and Co Limited 
for the Royal Economic Society) 1961, アルフレッド・マー シャル著， 馬場啓之
助訳『経済学原理」東洋経済新報社， 1966年3月。
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に，「昭和40年代に入ってから•…••いちじるしい肥大化傾向」lS) (309ページ）さ
えみるにいたったのである。まさに，それは，「変化と流動性の時代」14)(1ペ
ージ）なのである。
2 
さて，このような社会・経済的背景との関連において展開されている現段階
の中小企業論については，佐藤芳雄氏の労作になる整理分類が明確に行なわれ
ているので，それによって，その動向を若干把握しておこう。
佐藤氏は，今後あるべき姿としての中小企業論樹立のために，まず現段階に
おける中小企業論を三つの視点に整理分類される。これは， 「経済成長と中小
企業」，あるいは，「中小企業の近代化理論」との関連においてなされたもの
で，きわめて有効的で，意義あるものといえよう。
すなわち佐藤氏は，「日本経済の高度成長過程における中小企業問題の研究
は，立場・視角のちがいはあれ，『中小企業の近代化』という 『要請」を共通
の基点としてきた。あるいは，『経済成長と中小企業』というかたちで問題が
設定され，主として，経済成長にともなって中小企業はいかにあるべきか，と
いう議論が支配的であった」15) (113ページ）こと，とくに1970年代の幕あけが
中小企業にとってはシビアーであったため，「中小企業はいま『正念場』にた. . .. .. 
たされている，といった，ジャーナリズムの中小企業問題のとりあげかたが目
立って」16) (72ページ，頭点筆者）きたことに対して，今こそ， 中小企業問題に
13)三宅順一郎「中小企業の階層分解とその現状」，中小企業診断協会編「企業診断」（特
集： 308円以降の中小企業） Vol.19, No. 3, 1972年3月。なお，本論文については，
大阪経済大学中小企業経営研究所「中小企業季報』 1972,No. 3 (1972年10月， 24ペ
ジー）に解説した。
14)中小企業庁編『'70年代の中小企業像ー中小企業政策審厳会意見具申の内容と解説ー』
通商産業調査会， 1972年11月。
15)佐藤芳雄「寡占と中小企業競争の理論構造(1)」，慶応義塾大学商学会『三田商学研究』
第14巻第4号， 1971年10月。
16)佐藤芳雄「中小企業理論の再検討ー研究成果と方法ー」，市川弘勝・岩尾裕純編著『70
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真撃にアフ゜ローチし，研究するためには，中小企業理論そのものから再検討さ
れねばならないということを痛感され，現段階におけるわが国中小企業理論等
を簡明に整理されているのである。すなわち， 具体的には， 「1960年代の中小
企業問題の研究が，中小企業『近代化』論にふりまわされてきた」 （注16>-76
ページ）ともいうべきことを指摘され，その「出発点としての『二重構造論』」
（注16>-76ページ）の特徴を簡潔に吟味され， その賛否両論と： これとは別
。 の，いわば第三の理論と，三つの理論的立場に分類され，それぞれに対して評
価あるいはコメントがなされている。
佐藤氏によって整理分類される三つの理論とは，「『近代化積極促進論』，『近
代化批判論』，『現実変化積極評価論』」 （注16>-78ページ）等である。
まず，第一の『近代化祓極促進論」は，「まさに『二重構造論」という単純
・素朴な議論の延長である」 （注16>-78ペー ジ）。そして， 「その基本論理は，
二重構造を解消する方法は経済成長政策しかないということである」 （注16>
-78ペー ジ）ため， 1中小企業の低生産性の強調と， その「効率」化， したが
って， 2「非効率的」，「非近代的」，「おくれた」中小零細企業の整理・淘汰の
強調，そして， 3中小企業保護政策をやめ，近代化政策の強調，等にのみ終始
していると鋭く批判されるのである（注16>-78~80ペー ジ参照）。
また，第三の視角，『現実変化積極評価論』は，「『中小企業問題」の『研究』
をはなれた，『ニュー・タイプ小企業“礼譜.j とか， 『ウルトラ近代化論』」
（注16>-83ページ）として，それは 1960年代には， いわゆる「中堅企業論』，
そして1970年代には『ベンチャー・ビジネス論」としてあらわれていることを
意味し，新しい「企業タイプの群生• 発展の事実をクローズアップしたこと
はパ基本的にきわめて有意義なことである」 （注16>-94ページ）とまず， 高く
評価窓れる。しかしながら，「…•••この問題提起は，•…•• 『硬直的独占資本論』
年代の日本中小企業』新評論， 1972年5月。なお，本書については，関西大学経済学
会『経済論集』第22巻第2号 (1972年6月， 129~136ページ）に書評した。
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への反挽から出発し，『わが国の独占資本主義研究や中小企業論では処理しき
れない急激な構造的変化が，現実に進行している」という，きわめて性急な視
点となっていく」 （注16>-95ページ），したがって，「現代の中小企業問題の研
究が，こういった新タイプ企業の礼讃に偏向し，それに終始するのは危険であ
る」 （注16>-96ページ）と批判的態度が示されている。
第二の視角，『近代化批判論』は，「基本的に，『中小企業問題論』を現代資
本主義に一般的にみられる，社会・経済の構造的矛盾の問題としてとらえる」
（注16>-BOページ）ところに特徴があり，したがって，それは， 具体的には，
「中小企業の運動の理論につながる」 （注16>-81ページ）ものであるが， 「そ
こには，きわめて多様な視点や立場がふくまれている」 （注16>-82ページ）こ
とが指摘される。
ここにおいて，「原点」としての「近代化批判論」が再検討されているが，
われわれはまた，佐藤氏の主張される理論的立場と研究の方向性をも知りうる
のである。
なお，「研究の手引にかえて」佐藤氏は三つの視角に関連する「中小企業論」
等をあげられているので，ここに引用して列挙しておこう（注16>-115ペー ジ）。
第一の視角に関連するもの
①各年度の「中小企業白書」および，「経済白書』の中小企業に関する部分。
②篠原三代平著「産業構造論」筑摩書房， 1966年。
⑧川口弘他『日本経済の基礎構造」春秋社， 1962年。
④玉野井・内田編「二重構造の分析」東洋経済新報， 1964年。
第二の視角に関連するもの
①市川弘勝編著「現代日本の中小企業」新評論， 1968年。
②中村秀一郎著「日本の中小企業問題」合同出版， 1961年。
R講座「中小企業」（全4巻）有斐閤， 1960年（うちとくに， 第1巻と第2巻の理論的
説明）。
④大橋隆憲編著「日本の階級構成」岩波新書， 1971年。
第三の視角に関連するもの
①中村秀一郎著「中堅企業論』東洋経済新報， 1964年（初版）。
②清成忠男著「日本中小企業の構造変動」新評論， 1970年。
⑧中村秀一郎著「大規模時代の終り」ダイヤモンド社， 1970年。
336 
最近におけるわが国中小企業問題論の動向とその展開（田中） 685 
④清成忠男・中村秀一郎・平尾光司著「ベンチャー・ビジネスー頭脳を売る小さな大
企業＿~ 日本経済新聞社， 1971年。
皿 最近におけるわが国中小企業問題論の動向とその展開 (2)
1 
われわれは以上において，最近における中小企業問題論の動向を，佐藤氏の
労作になる整理分類に依拠して若干概観してきた。
そこでつぎに，われわれは，佐藤氏の「中小企業理論」をも含めて，現在み
られている中小企業問題論の動向と深化の傾向を，それぞれが主張し，強調す
るところ，つまり，それぞれの中小企業論が，中小企業のいかなる側面に問題
分析の視点をあわせて論じているかという，その特徴あるいは論理等のユニー
クさ等に基づいて整理分類を試み，若干関説していこう。
なおここでは，佐藤氏のいわゆる第一の視角—「近代化積極促進論」はひ
っきょう，「二重構造解消論」，したがって，いわば「中小企業問題解消論」へ
と移行すると思われるので，本小稿においては一応除外した。
さてそれらは， 1「寡占との関連における中小企業競争論」， 2「民主革新
的中小企業論」， 3 「中小企業成長論」， 4 佐藤氏のいわゆる「現実変化積極
評価論」，つまり，「中堅企業論」，および，「社会的対流現象論」をつうじて，
「ベンチャー・ビジネス論」，短言して，「エリート的中小零細企業論」， 5「小
零細層「窮迫的自立化」論」， 6「中小企業格差構造論」等と名付けて整理分
類してもよいであろう。
2 . 
そこでつぎに，筆者なりの整理分類によって，これらの中小企業論等の動向
とその展開等に関説しなければならない。
これらのものそれぞれに対して深くほり下げての検討，およびそれらをめぐ
っての論争点等にまで立ち入ることは，貞接の本小稿の目的ではなく，また紙
数の制約等からも私見等もさし控えて一ーこれらのうちのあるものについて
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は，すでに書評あるいは新刊紹介等の形で関説した。一ー，それぞれの特徴あ
るいは主張等をできる限り忠実にみていくことにしよう。
2-1) 「寡占との関連における中小企業競争論」
まず，この立場は，研究対象である中小企業を以下のように規定している。
すなわち，「『社会的進歩と矛盾しない革新的企業類型」というような『矛盾」
概念はきわめてあいまいであるが，『革新的」でなく 『矛盾する中小企業， ょ
り正確には，資本対賃労働の矛盾が，現代資本主義のもとでの支配的資本と被
支配的資本との矛盾を媒介にしてより激発する一大社会構造上の矛盾局面，膨
大な中小企業群の存立状態が， われわれのとりあげるべき対象なのである」
（注rn>-102ページ）と。そして，中小企業問題研究と理論的深化の方向として
は．「中小企業者の運動論というかたちで，今後さらに，現実の中小企業の変
化をふまえた理論が一方で展開されるべきである」 （注rn>-111ページ）こと
を究極的に主張されるのである。
しかしながら，それには，「革新運動・政治運動との結びつきがあり， また
中小企業家の運動にはその現実的な，具体的な諸困難」 （注rn>-111ペー ジ）
が横たわっていることをも認められているが， 「具体的にその運動を展開する
ものの立場から，議論が展開されるべき」 （注16>-111ページ）で，「そのよう
な展開が，いまきわめて必要であり，期待されている」 （注rn>-111ペー ジ）
ということが強調されている。したがって，ある意味では， 2の「民主革新的
中小企業論」ともいえようが，佐藤氏自身は，「『独占資本による支配」といっ
た既定の，固定化された視点をひとまずさしおいて，現代資本主義を「寡占経
済体制」としてとらえ，寡占体制における非寡占の存立状況という，よりファ
ンクショナルな問題把握を，再出発の基点と考え」 （注16>-112~113ページ），
ことに，「1970年代にむけて，いま提起されている諸問題にたいし，社会の底
辺にある『人間』の問題という視点から，歴史の方向をひしまげないために，
積極的にとりくみ，理論的，実証的研究を進めるべきである」 （注16>-114ペ
ージ）という立場に立たれているので，これを「寡占との関連における中小企
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業競争論」として特徴づけた。
このように中小企業論の展開において，そこには実態ないしは実証的研究・
分析という裏づけが必然的にともなわれていなければならないということ，ま
さに，佐藤氏が，「今後の問題の研究のうえで重要なのは『調査なくして発言
なし』」（注16>-110ページ）と強調されるこの立場は， ある意味では， 巽信晴
氏も評価されるように，「あえて独占資本主義を寡占体制とした方法論上の不
七 明確さも感じられるが，マルクス経済学と，異質な近代経済学の産業組織論な
どの援用とによる中小企業研究として今後が注目される」17) (22ページ）立場
である。
2-2) 「民主革新的中小企業論」
この理論的立場等18) については，前項の佐藤氏の論述からもすでに理解し
えたともいえよう。ここに一貫している理論的立場あるいは問題の分析視角に
よれば，現下の中小企業問題は，「アメリカ帝国主義」と，それに従属する「日
本独占資本主義」の構造的矛盾のなかで発生したものであり，したがって，こ
の問題の分析と，そこから解決への方策を提示しようとする。
まず，岩尾裕純氏は， 70年代の中小企業問題を発生せしめた原因を， 60年代
をつうじて行なわれてきた高度成長政策の弊害に求められ，このような背景の
もとで中小企業問題がどのような形であらわれてきたかということを簡明に提
示されている。
その 1は，小規模企業の減少ーー中規模企業のウエイトの高まり（いわゆる
「中堅企業」群の増大，筆者注）—再び小規模企業群の増大という現象であり，
これは技術革新によってもたらされた結果であるとともに，大企業での低賃金
がかえってこれを促進せしめたこと，その 2は，中小企業と大企業間における
17)巽信睛「佐藤芳雄：寡占と中小企業競争の理論構造(1)」，『三田商学研究』 Vol.14No. 
4 pp, 112~175 1971. 10」，大阪経済大学中小企業経営研究所「中小企業季報』， 1972,
No. 2, 1972年7月。
18)市川弘勝・岩尾裕純編著 前掲書。
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賃金格差の縮小による，中小企業における省力化・機械化の進行，そしてその
3は，下請体制の変化，等であるlD) (10~12ペー ジ参照）。
さて，この理論的立場からみれば，このような構造的変動の時期，あるいは
非常に流動的な経済環境にあって，中小企業の生存の途にはどのようなものが
あるのであろうか。岩尾氏によれば，政府側の提示するシステム化，独立経営
化ーーいわゆるベンチャー・ビジネスの喧伝などは， 「まさに世界資本主義第
二の工業力をもった日本独占資本主義の新しい段階に応ずる中小企業の利用と s 
収奪の形態にほかならない」（注19>-13ページ）と鋭く非難され，「現在の対米
従属的国家独占資本主義体制のなかで…•••基本的には……，中小企業自体の立
場をその経営を守る途は」 （注19>-14ページ）ありえないと断言される。
しかしながら，「このような体制のもたらす有害な作用をできるだけ排除し，
それと闘ってゆく途は明らかに存する」 （注19>-14ページ）として，究極的に
は革新政府の要求が主張され，「中小企業問題は，経営問題あるいは経済問題
であるだけではない。それはすぐれて政治問題なのである」（注19>-14ペー ジ）
と強調される。
このようにしてみていくと，この立場から主張される中小企業政策実現は，
すでに山口良行氏によって主張された「中小企業家・零細業者の運動」20) (338 
ページ）を，さらに福島久ー氏が強調されるように，「広範な中小企業家・零細
企業者が，労働者階級を中心とした統一戦線に結集し，強力な統一戦線による
闘いの展開」2l) (329ページ）によらねばならないことになるであろう。
これを要するに，この立場が論じて主張する特徴は，市川弘勝氏が総括とし
て強調されるように， 「•…••中小零細業者は，・・・・・・民主革新勢力の一翼として
のみその発展が展望できることを，ますます多くの中小企業者が知るようにな
19)岩尾裕純「序章」，市川弘勝・岩尾裕純編著 前掲書．
20)山口良行「中小企業家・零細業者の運動」，市川弘勝編 r現代日本の中小企業」新評
論， 1968年5月。
21)福島久ー「中小企業政策の現状と課題」，市川弘勝・岩尾裕純編著 前掲書。
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っている」 22) (351ページ）という点に集約されるであろう。そして， この立
場に立つ研究・分析あるいは理論等の展開は，さらに， 「中小企業者の独占資
本と政府当局に対する諸要求の接点となる地方自治体と中小企業との関連に焦
点をあてつつ，今後の展望をひらくよすがとなることを念願として刊行され
た」28) (2ページ），『地方自治体と中小企業一ー中小企業政策をめぐる保守と
革新一ー 』24)へと結集されていくのである。
" 2-3) 「中小企業成長論」
周知のように，いわゆる「中小企業の成長」問題に関する研究・分析ないし
は「中小企業論」の歴史は古い。しかしながら，それはまた，ある意味におい
て一ーことに現代的な意味で一ー，新しい学問的関心の的であるともいえよ
-つ。
①ー まず，「中小企業成長論」という名称のもとでは，すでに周知のよう
に，経営経済学的にアプローチされてきた末松玄六氏が論じられている中小企
業のいわゆる「最適経営規模論」25)をつうじて，『中小企業成長論』26)があげ
られる。
そこでは，「いままで『残存ないし衰亡の問題」として考えられがちであっ
た中小企業の成長の可能性を理論的・実証的に検討するとともに，企業規模の
各段階における経営の特質を明らかにし，それに適応する経営活動のあり方を
「外部経営』と『内部経営」の二つの分野に分けて討究」 （注26>-1ペー ジ）
されている。すなわち，「これまでの経済学的アプローチでは， たとえば「企
業」すなわち『資本』とみなすか，あるいは「企業」を「生産高」ないし『売
22)市川弘勝「70年代の中小企業問題の展望」，市川弘勝・岩尾裕純編著 前掲書。
23)市川弘勝「はしがき」，政治経済研究所編『地方自治体と中小企業ー中小企業政策を
, めぐる保守と革新ー」新評論， 1973年6月。
24)政治経済研究所 前掲書。
25)末松玄六著『最適工業経営論」同文館， 1943年，その他。
26)末松玄六著「中小企業成長論ー中小企業の成長に関する経営経済学的研究ー」ダイヤ
モンド社， 1971年10月。
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上高」というように単純な数量的大きさと同一視して，それが主体的な経営活
動を行なうところの『経営』として把握することを捨象してしまっている。こ
のために企業を資本とみる立場では，．独占的大資本による中小資本の支配を強
調しすぎて，経営活動における革新によって中小企業が台頭する可能性を無視
する結果となっている」 （注26>-1ページ）といういわば， 「いままでの経済
学的分析の弱点を補足する役割を果たす」 （注26>-1ページ）べ<' 「あくま
で中小企業についての経営経済学的研究を志向」（注26>-1ページ）されたも ・ミ
のである。
このような立場に立って主張される末松氏の「中小企業成長」とは，瀧澤菊
太郎氏が引用して評されるように，「最適経営規模に向かって規模を経済的に
拡大していくこと」27) (19ペー ジ，注26>-53ペー ジ）にあり， 中小企業から大
企業への成長を論ずる立場からみれば，「必らずしも大企業への成長を強調し
ているのではない」 （注27>-19ページ）ため，一応区別されることができよ
う。そしてそれはまた，瀧澤氏が，「末松玄六教授と同じように， 中小企業の
成長を主たる問題にしながら，中小企業から大企業への成長ではなく，中堅企
業への成長を論じたものに，中村秀一郎『中堅企業論』 (1964年）がある」 （注
21>-20ページ）といわれる『中堅企業論』の立場とも区別することは可能であ
ろう。なぜならば，中村氏の立場の方は，結局のところ本小稿において整理分
類した第四の立場一ー「エリート的中小零細企業論」へと論理の展開がみられ
るからである。
②ー そこでつぎに，いわゆる中小企業から大企業への成長研究・分析とし
て瀧澤菊太郎氏の「中小企業成長論」をあげなければならない．
瀧澤氏の理論的立場は，まず，「中小企業から大企業への成長」 （注27>-1
ページ）という問題に対するいわば古典的中小企業理論ともいうべき A・マー
27)滝沢菊太郎著『高度成長と企業成長ー中小企業から大企業への成長の実証的研究ー」
東洋経済新報社， 1973年2月。
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シャルの肯定論，すなわち「上向運動論」，これに対してあらわれているいわ
ば内在的批判的立場一―ーいわゆる近代経済学的立場に立っているという意味で
—に立つ J ・スタインドルの否定論ないしは断層論28), これに加えて，い
わゆるマルクス経済学側からの独占的大企業への成長否定論という二つの理論
（注27>-17ページ）等の存在にかんがみて，日本での実態はどうであるかとい
うことを，総合的に実証分析されていくというものである。
瀧澤氏は，「中小企業から大企業への成長については， これまでにも断片的
・部分的な研究や，ある年次と他の年次の規模別統計を比較した分析はいくつ
かみられたものの，それらは日本経済全体にわたっての総合的・長期分析では
なかったため，対立した二つの見解を吟味する資料としては不充分なものであ
った」 （注27>-iiページ）ことを痛感され，現代的高度成長期である 「昭和30
~45年の15年間について， 日本の非金融業全体にわたる総合的・長期分析」
（注27>-iiページ）を行なわれたのである。
瀧澤氏の研究・分析の対象になった企業数等は，昭和45年10月 1日現在，査
本金10億円以上の非金融業， 1,063社である。それらは，「昭和30年当時には，
資本金1,000万円以下または従業員数が300人以下（商業，サービス業では50人以下）
だったもの」 （注27>-275ペー ジ） 120社と， 「枠外中小企業」 （「資本金1,001~
5,000万円でしかも従業者数が301~499人である会社で，法的な中小企業の枠からははみ
出しているが，実質的には中小企業に近いもの」一注27>-27ペー ジ） 28社，「さらに，
昭和30年以降に設立された 183社の中で，設立時に中小企業または『枠外中小
企業』だったと考えられるもの」 （注27>-276ペー ジ） 28社の計 176社である。
かくて， 15年間での成長企業は，「1,063社の17形を占めることになる」（注27>
-276ペー ジ） のである。
さて瀧澤氏は，高度成長過程をつうじて， 1 成長企業の存在， 2 その業
28) Joseph Steindl, "Small and Big Business - Economic Problems oJ the Size 
of Firms-", Basil Blackwell Oxford, 1945, ジョセフ・スタインドル著，米田消
貴・加藤誠一訳「小企業と大企業』巌松堂， 1956年5月。
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種分野， 3 「設立，および株式公開の状況」 （注27>-280ページ）， 4 成長企
業176社の成長率と他のもののそれとの大小，等を実態研究によって明らかに
された。ことに， 5 「一般には，巨大企業の寡占体制が確立されている分野で
は， 中小企業から大企業への成長が制約される， と考えられているが， しか
し，たとえ寡占体制が存在していても，その業種の成長率が非常に高ければ，
中小企業から大企業へ成長する可能性は充分存在するし，仮に，寡占体制の存
在する業種率が高くなくても，合併をしたり，巨大企業の子会社や系列会社と
なることによって中小企業から大企業へ成長することは決して不可能ではな
い」（注27>-281ページ）ということから，企業成長が，企業単独でなされたも
のか，それとも合同・合併などによって実現されたものであるか」（注27>-281
ページ）等を明らかにされた。 また， 6 「企業成長は，独占的大資本のいわば
『下士官』としてビック・アップされたものである，というマルクス経済学的
中小企業論者の見解を検討」（注27>-282~283ページ）されている点など，まさ
に画期的な実態研究であるといえよう。
瀧澤氏は，以上のような実証分析の結果，明らかになったものとして，つぎ
のこと等を主張されている。
すなわち， 1 高度成長過程における企業成長の積極的評価の妥当性（注27>
-278ページ）， 2 「成長の相対的に大きい業種における企業成長が多いこと」
（注27>-279ページ）， 3 「成長過程をつうじて株式公開による社会資本の導入J
（注27>-280ページ）， 4 高度成長期における巨大企業の高成長率実現の困難
性と，大型合併により高成長実現がわずかに実現できるという仮説の樹立の可
能性（注27>-281ページ）， 5 企業成長要因として合併はそれほど重要な意味
を有しなかったということ（注27>-282ページ）， 6 「独占的大資本の『下士官』
にヒ゜ック・アップされたものだけが，成長可能というマルクス経済学的中小企
業論者の主張は，資本関係からみる限りでは，実態の半面については通用して
も，他の半面については通用しない，ということ」（注27>-284ページ）等であ
る。
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これを要するに，瀧澤氏の「中小企業成長論」は，日本経済の高度成長過程
をつうじて企業成長を積極的に評価する立場であるといえよう。
なお，瀧澤氏は，清成忠男氏が，「マーシャルの考え方をほぼ全面的に是認
している」（注27>-21ページ）ということを，清成氏の次の章旬を引用されて
強調されている。すなわち，「労働者から小企業家へ，小企業家から大企業家
への幅広い移動と企業交替を主張したマーシャルの見解など，中小企業が社会
的対流現象をくり返すという説は，今日なおかなりの妥当性を有している」
（注11>-3ページ，および注27>-21ページ）ということ，そしてまた，「現時点で
のわが国では，前向きのローテーションが主流をなしており，依然として持続
している経済の高度成長が企業のローテーションをますます活発にしているの
である。のみならず，上向移動も活発であり，もはや社会的対流現象の天井を
突き破り，ゴーイング・コンサーンとして中堅企業，さらには大企業へと成長
する企業も輩出している」 （注ll>-32ページ，および注27>-21~22ページ）とい
うことへの積極的評価である。
このようにしてみてくると，清成氏の理論的立場も当然，「中小企業成長論」
とみなせるが，清成氏の立場はまた，このような「社会的対流現象」にともな
って，「大企業の支配の及ばない分野で存立，発展する」 （注11>-33ペー ジ）
中小零細企業を積極的に評価する立場，すなわち，いわゆる「ベンチャー・ビ
ジネス論」ないしは「エリート的中小零細企業論」へと論理の展開をみせてい
くので，筆者なりの整理分類による第四の範疇で関説していくことにする。
2-4 「エリート的中小零細企業論」
この理論的立場は，すでに佐藤氏の整理分類によってみてきたものである。
①ー まず，中村秀一郎氏のいわゆる「中堅企業論」の方からみていこう。
中村氏は，「昭和30年代，とくに日本経済が高度成長期に， わが国の中小企
業の構造はかなり急激に変化した。この構造変化においてまず注目されるの
は，中小企業のわくをこえて成長を示す企業グループの群生であろう」29) (1 
29)中村秀一郎著「中堅企業論」東洋経済新報社， 1964年 7月。同著「中堅企業論ー1960
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ページ），すなわち，「かつて伊東岱吉教授がその存在を強調され30), 筆者が
『非独占大企業』と規定した企業グループを，中堅企業と名付けた」 （注29>
-1ページ）のである。そして， 中村氏は， 「中小企業と大企業とを切りはな
し，その間にこえがたい断層の存在を強調する理論体系では，……位置づける
余地がなかった」 （注29>-2ページ）ため， 「従来……中小企業論では例外と
して取り扱われ，ビッグ・ビジネス論ないし独占資本論では対象とされなかっ
た」 （注29>-1~2ページ）中堅企業の群生を実証・事例研究によって，積極
的に評価して理論づけ，「中堅企業論」を定着せしめたのである。つまり，従
来からの，「すでに通念化しつつある伝統的な中小企業問題意識」31) (7ペー
ジ）にとってかわるべく，新たな革新的理論—それは， 「ビジネスとしての
中小企業の革新を考える人びとに， その新しいあり方を示唆しようとする」
（注29>-ivページ）意味においてであり，さきの「民主革新的」とはもとより
区別されねばならない。一一ーとして「中堅企業論」は樹立されたのである。
「すなわち1930年代における資本主義停滞期を背景に形成された近代経済学
の中小企業論--c:hli*ffl~l!Jl.lJOJ{71J:71-c l.,t, または大企業中心の経済構
造における残存物として中小企業を位置づける一ー，あるいは，これと対立す
るマルクス経済学の宿命論的な独占資本主義観から展開される中小企業収奪論
のいずれによっても，中小企業の成長を積極的に説明することはできない。ま． 
た通念の枠を出ないような中小企業でも成長出来るといったデモ中小企業論の
展開はここでは全く意味がない。問題は，現代の資本主義の変貌そのもののな
かで，中小企業発展の可能性を構造的にあきらかにすることであり，新しい中
小企業の存立基盤を積極的に解明する」 （注31>-1ページ）ことの必要性から
生まれた理論ということになるのである。
年代と70年代』（増補第二版）東洋経済新報社， 1972年11月。、本小稿においては後者
による。
30)伊東岱吉著『中小企業論』日本評論社， 1965年12月， 39ペー ジ。
31)中村秀一郎「中堅企業成長の意味するもの一成長企業100社の事例研究によせて一」，
中小企業PRセンター 『中小企業ジャー ナル』， 1969年3月。
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このようにして，中村氏が強調される「中堅企業の基本的諸特徴」はつぎの
ようなものである。
1「巨大企業またはこれに準ずる大企業の別会社，系列会社でなく資本的に
はもとより，企業の根本方針の決定権を持つという意味での独立会社であり，
たんに中小規模をこえた企業ではない」 （注29>-12ペー ジ）。 2「証券市場を通
じての社会的な資本調達が可能となる規模に達した企業」 （注29>-12ペー ジ）。
3「社会的資本を株式形態で動員しうるとしても．なおそれには制約があり
（たとえば高配当率の必要性），個人，同族会社としての性格を強くあわせ持つと
いう点で，大企業と区別される。しかしそれは，規模拡大にともなって，同族
会社の欠陥を除去するための，社外重役制の導入，経営と所有の分離の進行，
専門スタッフ，研究機関の設置，近代的経営管理組織の整備という点で，質的
に中小企業とは異なる」 （注29>-13ページ）。 4「中小企業とは異なる市場条
件の確保。その製品は独自の技術，設計考案によるものが多く，必要な場合に
は量産に成功し，それぞれの部門で高い生産集中度・市場占有率を持ち，独占
的性格をもつもの多く，特定の購入者に依存せず，大企業の購入独占に対抗す
る力を持ち，使用総資本純利益率の高いものが多い」 （注29>-13ページ）。
なお，「中堅企業経営者の階級的特性」として，社長の高学歴や，「企業成長
→人材開発」 （注31>-10ページ）をとくに重視して主張される等， まさにそれ
は中小企業におけるエリート的存在である。
中村氏による「以上の中堅企業の特徴づけは，典型的な中堅企業を念頭にお
いて行なったものであるが，現実には，中小企業から中堅企業への過渡的形態
を示すものも少なくなく，またすでに中堅企業のわくをこえて大企業に発展し
ている企業，中堅規模に到達していながら上場会社とはならず，個人資本とし
ての性格を依然として維持している企業などが存在している」 （注29>-15ペー
ジ）のである。
したがって．中堅企業論はまた，中小企業から大企業への成長を積極的に評
価＝中小企業成長論ともいえるであろうが，すでに前項においてみてきたよう
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に，中村氏の主要な関心事は，もとより中小企業から中堅企業への成長の方に
おかれているということは今更ここに強調するまでもないであろう。. . . . . . 
中村氏は， 「中堅規模企業」 （注29>-257ページ，頭点筆者）の構成比を「20
彩程度と推定（注29>-15ペー ジ，および257ページ）されているが， その中で，．． 
「さきの特徴づけにあてはまる中堅企業」（注29>-16ページ）の現代における
「経済的比重はひかえめにみても統計上の中堅規模企業の比重にほぽ等しく，
…•••昭和30年代から 40年代にかけてその企業構造に占める比重が増加」（注29>
-258ページ）傾向にあることを強調されている。．． 
つまり中村氏は，「中堅企業をかりに資本金規模5,000万円から10億円の企業
層ととらえると，会社数 1万2,704,資本金 1兆8,051億円，利益金額 1兆1,729
億円で，会社総数の15彩，同資本金額の16.6彩，同利益総額の19.3彩を占めて
いる（国税庁「会社統計年報」昭和44年）。すなわち， 中堅規模企業のわが国企業
社会に占める比重はほぼ2割とみなすことができる」 （注29>-257ページ，頭点
筆者）と主張されるのである。
ところで，このような「中堅企業の群生とその急激な拡大の根拠について
は，当然のことながら，中村氏もまた，「日本経済の高成長のもとで，産業構
造の高度化が急激に進行し，それが再生産構造ー一各産業部門，業種の地位，
その相互間の連関—を鋭く変化させ，これに対応して需要，消費構造を大き
く「近代化」させたこと」 （注29>-34ページ）に着目されている。そして，「ビ
ッグ・ビジネスが主導した産業構造の変化は，巨大企業部門と密接な産業連関
をもつか，またはその製品多様化部門に位置する中小企業を成長させるだけで
なく，また社会的分業を含め多様化し，特殊な製品，技術をもって独自な新分
野を開拓していた中小企業の発展の条件をもつくりだした」 （注29>-34ペー
ジ）こと，つまり，「中堅企業の生成をもたらした基礎は，高成長一構造変
化に対応する急激な市場の量的拡大であり，かつ質的な市場の構造変化であ
る」 （注29>-35ページ）ことを強調されるのである。
以上が，中村氏のいわゆる1960年代における中堅企業論である。
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その後，わが国経済の構造的変動にともない，ことに1970年にいたって，中
村氏の中小企業論は，企業規模においてはるかに小規模層のものを対象とする
ことにも重点がおかれて，新たに展開されていくのである。すなわち，もはや
「大規模時代の終り」32)を主張され，いわゆるベンチャー・ビジネス論者とな
っていくのである。
しかしながら，それは， 1960年代後半から，中小企業，それも上位層，した
がって，中堅企業等において顕著化しだした倒産現象や，小規模層における新
たな発展的企業＝ベンチャー・ビジネスの群生から，もはや中堅企業の存在意
義つまり中堅企業論をネグレクトするというのではなく，なおこの側面につ
いても積極的に論じられているのである。
まず，中村氏は，中堅企業危機論をめぐって，次のようにのぺられる。すな
わち，「昭和39年から40年にかけて日本経済は不況に見舞われたが， この間，
すでに高水準にあった中小企業倒産がさらに激増し，中堅企業のなかにも経営
危機や倒産に追いこまれるものがでてきて，中堅企業危機論が展開されるよう
になった。中堅企業の独立性は日本経済の異常な高度成長の生んだ幻想にすぎ
ず，独立中堅企業はいずれかの系列に吸収される運命にあるとか，中堅企業倒
産は中小企業の成長が独占資本主義のもとでは不可能であることの証明である
とか，といった諸見解が論壇をにぎわしていた」 （注29>-213ページ）。これに
対して，中村氏は，「これらの経済危機なり倒産なりが中堅企業全体の危機を
集中的に表現するものであるとみなすのは，明らかに一面的である」 （注29>
-213~214ページ）と実証分析33)から反論され，「中堅企業危機論の多くはかく
して景気回復とともに消滅した」 （注29>-214ページ）とみなされている。
しかしながら，「今度はこれに代わって中堅企業成長の停滞を強調する見解
が少なからずあらわれてきている（たとえば中小企業金融公庫調査部による『わが国
32)中村秀一郎著『大規模時代の終り一多元化する産業組織ー」ダイヤモンド社， 1971年
6月。
33)中村秀一郎・窒岐晃才著『倒産の経済学」日本経済新聞社， 1966年7月。
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中堅企業の実態について』＜昭和41年6月＞）」（注29>-214ペー ジ） ことに注目され
る。
すなわち，中村氏は，中小企業成長停滞論の問題意識，ないしは事実認識に
は疑問をもたれ，それは，「生産的ではない」 （注29>-218ページ）， 「高度工業
化がこのような専門企業の範囲を拡大するのであり，ここに中堅企業の存立と
成長の根拠があるのである。開放体制下にある今日，問題は大企業になれるか
どうかではなく，中堅企業が先進国水準の付加価値生産性を実現できるかどう
かにある」 （注29>-218~219ページ）ということを強調されるのである。
つぎに，中村氏自身が新たに主唱されだしたペンチャー・ピジネス論との関
連においては以下のようにのべられる。
すなわち，「昭和45年末から清成忠男，平尾光司の両氏とともに筆者が特徴
づけを行ない，その社会経済的意義について積極的な評価をこころみたベンチ. . . . . 
ャー・ピジネス論34)が，経済ジャーナリズムによってただちに常識化された
のと，それはきわめて対照的で感慨深いものがある」（注29>-254~255ペー ジ，
頭点筆者）と。そして， 「同じ企業類型に関する概念でありながら， このよう
な差異が生じたのは，中堅企業論が重化学工業化の急激な進行に伴う大企業体
制の強化の時期に提起されたのに対して，ベンチャー・ビジネス論は，重化学
工業化の成熟と脱工業化の時代に，いいかえれば大企業体制の矛盾と限界がよ
うやく表面化してきた時代に登場した，ということによるものと思われる。ま
た中規模企業の群生という事実が，昭和30年代においては日本特有の傾向であ
ったのに対して，最近のベンチャー・ビジネスの発展は先進産業社会に共通す
る現象であることもその一因であろう」 （注29>-255ペー ジ）と論じ， 中堅企
業は，このような時期，「1970年代に入って産業構造の基本的な転換のなかで，
それは規模において多様化し，また成長型と成熟型とに分化しつつある」 （注
34)清成忠男・中村秀一郎・平尾光司著『ベンチャー・ビジネスー頭脳を売る小さな大企
業」日本経済新聞社， 1971年12月。
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29>-iページ），つまり，「60年代におけ中堅企業は，めざましい発展をとげた. . . . . . . 
としても，なお重化学工業型産業構造における補完的な役割りを果たす存在に
とどまっていた。しかし70年代における成長中堅企業は知識集約型産業構造へ
の転換を進める担い手として，新しい積極的な存在理由をもちはじめているの
である」 （注29>-336ページ）と，より一層，積極的評価を強められるのであ
る。
②一 つぎに，前述の中村氏によっても積極的に評価され，主唱されるベン
チャー・ビジネス論についてみていかねばならないが，それへいたるまでに，
まず，ビジネス・エリートの出現を「社会的対流現象」として展開せしめる清
成忠男氏の理論的立場からみていこう。
清成氏は，すでに国民金融公庫調査部時代から， 「長期的・構造的な視点の
もとに中小企業成長の新しい条件を求める」35) (3ページ）立場をとり， こと
に小零細層に焦点をあわせ， 実態調査等をつうじて， 「資本主義経済の発展と. . . 
ともに消滅の運命にあるとされた小零細企業は，消滅するどころか絶対的には. . . . .. 
増加し続けている。経験的にみるかぎりでは，小零細企業は絶えざる発生と消．．． 
滅をくり返しながらも，全体としては無視できないウエイトをもち現代済経0
分業構造の中に定着している。激しい経済の構造変化の中にあって，小零細企
業はそれ自体変ぽうをとげつつも提強く存続している」36)(15ペー ジ，頭点筆者）
ということを，「社会的対流現象」として重視し，力説されるのである。
ここにいわゆる「社会的対流現象」とは，清成氏が強調してのべられるよう
に，「『中小企業とハレモノは大きくなるとつぶれる』。だが，つぶれても新ら
しい企業が参入するのであって，大塚久雄教授はこの現象を「社会的対流現
象」と名づけられた」（注36>-159ペー ジ） こと（「資本主義成立史における産業的
中産者層の独自な役割に着目された見解」一注11>-13ページ）に由来する。
35)国民金融公庫調査部編『中小企業成長の記録」東洋経済新報社， 1965年4月。
36)清成忠男著『現代日本の小零細企業一発展と倒産のメカニズムー」文雅堂銀行研究
社， 1967年 7月。
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要するに，〗清成氏の理論的立場は，「数年来蓄積してきた事実認識に基づい
て，既存の中小企業論に対して若干の批判点を提起しつつ……理論構成を試
み」 （注11>-1ページ）ようときれるものである。
このようにして，現代資本主義経済にみられる「社会的分業の深化と小零細
企業の増勢」 （注35>..:.151ページ）を積極的に評価する清成氏の理論的立場は，
結局のところ，「小零細企業自体はそれなりの経済的な合理性をもっている」37)
(ivページ）ということを強調する立場にほかならない。
清成氏のこのようないわば新しい理論的立場からする将来への展望，つま
り，「来たるべき産業調整と脱工業化社会への移行に伴い，中小企業の推移」38)
(267ページ）については，中村氏の主張された「大規模時代の終り」と同じ<,
「現実には大企業体制の展開はすでに限界にきている」（注38>-267ページ）こ
とが強調される。そして， 「その一角が崩れ落ちることにより新しいタイプの
中小企業が輩出している」 （注38>-268ページ）として， ベンチャー・ビジネ
ス論が展開されていくのである。
③ー ベンチャ・ビジネズ論者たち， ことに中村氏自身の主張によれば，
「1960年代の成長中小企業のシンボルが中堅企業であったとすれば， 1970年代
のそれはベンチャー・ビジネスであろう」as)(137ページ）ということになるわ
けである。
中村氏の論述によって，中堅企業の群生(1960年代）とベンチャー・ビジネスの群
37)角田善彦「はしがき」，国民金融公庫調査部編「日本の小零細企業」東洋経済新報社，
1967年10月。
なお，本書については，関西大学経済学会「経済論集』第17巻第6号 (1968年2月，
131~134ページ）に新刊紹介した。
38)清成忠男著 r現代中小企業の新展開ー動態的中小企業論の試みー」日本経済新聞社，
1972年7月。
39)中村秀一郎「新しい産業社会とベンチャー・ビジネス」， 消成忠男・中村秀一郎・平
尾光司著『ベンチャー・ビジネスー頭脳を売る小さな大企業ー」日本経済新聞社，
1971年12月。
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生(197吟我）の主体的要因の相異点をみておくと，それは以下のとおりであるi：
まず中堅企業 (1960年代）の方は，「第一に，・従来の中小企業経営者とは異な
った資質と能力をもつ経営者において...・・・，すなわち狭監な視野から個人的な
富の追求に終始する個人資本家としての側面よりも，産業の指導者，つまり革
新的な企業の管理者，・組織者とじての性格を強く持つ人々，既成業界の通念に
挑戦する型の経営者によって，第二には，独自な製品選択・成長性のある商品
選択に基づいて，第三には，その商品の量産化と品質向上，•大量市場の開拓に
よって，いち早くスケール・メリットを実現し；中＇小企業に対してはもちぢ
ん，現実的または潜在的競争者としての大企業に対して比較優位を確立し...・, -
第四に，積極的な設備投資，新加工技術を導入するとともに，これと人海戦術
とを効果的に結合したこと，このさい，思い切った優秀機種の導入と生産上の
ノウハウを生かした設備内製化は，コ・:スト競争力の面で重要な意味をもってい
る。このような企業行動は，・日本経済の高度成長と産業構造の重化学工業化，、
所得水準の向上と大量消費市場の拡大という客観的条件に適合して多数の企業
成長を結集したのであった」 （注39>-137~138ページ）のである。
•これに対して，ベンチャー・ビジネス (197哨三代）の方は，「第一に，専門能
力とくに研究開発能力のある人々のスビン・オフによって生まれ，これら新企
業の経営者は60年代型の中堅企業経営者よりも，いっそう能力発揮に生きがい
を求める志向が強い。第二に，独自な研究開発成果（デザイン開発を含む）とし
ての新製品の企業化から出発している。第三に，マスプロ製品よりも差別化さ
れた専門的な製品に特化しており，生産上のスケール・メリットを追うものは
少ない。第四に，これら企業のマーケティングは，新しいマーケットの開発と
制度化に向けられており，産業間の情報，技術ギャップを埋める努力と結びつ
くものが多い。第五に，製品開発に企業努力を集中し……，生産は外部に大幅
に依存する，つまり外部経済を積極的に利用するものが多い。また重化学工業
化の成熟がこのことを容易とし，かつ有利としている。第六に，物的経営資源
よりも人的経営資源の充実が決定的であるため，テクノストラクチュアの層が
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厚く，数人から十数人におよんでいる。第七に，経営者は利潤追求よりも技術
そのものの展開を指向して企業を創業しているだけに経営経承問題に関心がな
く，またゴーイング・コンサーンとしての大企業のような組織の重圧もない」
（注39>-138~139ページ）こと等である。
しかしながら，「両者のもっとも決定的な差異は， 中堅企業が中小規模から
の上向，大企業への到達を目標とし，規模拡大とともに大企業の経営組織を導
入する傾向があるのに対し，ベンチャー・ビジネスの企業家は，大企業の硬直
性とその組織の欠陥の認識から出発しており，その多くが，既成の大企業体制
そのものに疑問を投げかけている点にある」 （注39>-140ペー ジ）。そして， こ
のように，「群生しつつあるベンチャー・ビジネスの企業行動は， マス・プロ
とマス・マーケティング時代の終わり，研究開発集約性の強化を意味する日本
経済の『脱工業化』段階への移行，および生活水準の上昇，完全雇用の実現と
いう客銀的条件に適合することによって，新しい企業成長をもたらしている」
（注39>-139ページ）と主張されるのである。
そこでまず，その概念からみていくと，それは， 「研究開発集約的， または. . . . . . .. . . .
デザイン開発集約的な能力発揮型の創造的新規開業企業で……，独自の存在理
由をもち，経営者自身が高度な専門能力と，才能ある創造的な人々を引きつけ．．．．．．．．．． 
るに足る魅力ある事業を組織する企業家精神をもっており，高収益企業であ. . .
り，かつ，このなかから急成長する企業が多く現われている」40)(10ページ，頭
点筆者）ような企業である。
また，経営者の特質として，従来，「『低学歴→中小企業勤務→独立」という
経路をたどって登場してきた人間が主流を占め，彼らの多くはいわばプルー・. . . .. 
カラー出身者であったのに対して，『高学歴→大企業→独立」というコースを
とる者が主流を占める。そして，彼らはホワイト・カラー出身である」41) (63 
40)中村秀一郎「ベンチャー ・ビジネスとは」，清成忠男・中村秀一郎・平尾光司著前掲書。
41)清成忠男「ベンチャー ・ビジネスの経営者像」， 清成忠男・中村秀一郎・平尾光司著
前掲書。
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~64ページ，頭点筆者）ことが強調される。このような経営者たるべき条件は，
「1 活動的で行動力に富む。 2 個性的で創造力にあふれている。 3 知的水準
高く，高度の専門能力， 4 創造力や専門能力をビジネスとして展開する能力，
5 テクノストラクチュアを組織する能力， 6 大企業体制の限界を意識し，独
自の産業社会観，等を有している」 （注41>-66~67ページ）ことである。
これを要するに，ベンチャー・ビジネスを積極的に評価して主張する理論的
立場は，ダイナミックな現代から未来にかけて，頭脳と能力の持主が「独自性
を発揮し，確固とした存立基盤を保持し」42) (80ページ），繁栄していく企業を
あるべき姿として論じる。その経営者像として， 「高学歴， 一流大学出身者が
多いこと」 （注41>-61ページ）を強調する点など， まさに， 「エリート的中小
零細企業論」とみなさなければならない。
なお，清成氏は，このような「ベンチャー・ビジネスの発展を促進する」43)
(14ページ）べく，「新しいタイプの企業家資本主義」（注43>-13ページ）＝ベン
チャー・キャビタリズム (VentureCapitalism) が今や台頭しつつあること
を，「1971年11月および72年5~6月の二度にわたるアメリカでの実態調査」
（注43>-iページ）から主張される。
すなわち，「ベンチャー・ビジネスの輩出によって， ベンチャー・キャビタ
ルがはじめて事業として成り立つようになる。こうしたベンチャー・キャビク
ルの発生と増加がこんどはベンチャー・ビジネスの新たな発生を促進する。も
っとも，わが国ではいまだベンチャー・キャビタルは存在しないから，ベンチ
ャー・キャビタリズムの担い手は， もっぱらベンチャー・ビジネスである」
（注43>-40~41ページ）と。また，それは，「特殊アメリカ的現象ではなく，日
本よりはるかに硬直的な身分社会的色彩の強いヨーロッパ大陸諸国においてさ
ぇ，ベンチャー・ビジネスは増加傾向にある」 （注43>-203~204ページ）こと
42)清成忠男「ベンチャー・ビジネスの経営」， 清成忠男・中村秀一郎・平尾光司著 前
掲書。
43)清成忠男著「ベンチャーキャピタル」新時代社， 1972年11月。
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を指摘し， 「大規模化だけが唯一の企業目標となる時代・・・・・・・， 大企業資本によ
る管理支配の時代は去りつつある。ベンチャー・キャビタリズムの拡大は確実
である」 （注43>-205ページ）ことを予想される。
しかしながら，「それよりもその振興が重要な課題となろう」 （注43>-205ペ
ージ）ということの方を将来にむけて力説される。
また，中小企業庁においても，「ベンチャー・ヒン不ス（ないし新型中小企業）
は，小規模企業群のなかにあっても，イノベーション効果を発揮し，日本経済
に活力を与え，流動性を増し，潜在エネルギーを高める効果をもつといえる。
これは，産業構造の知識集約化推進の旗手の役割を果すことも多いという積極
的意義をもつとみられるので，産業政策上も適切に位置づけるべきであろう」
（注14>-78ページ）と，今後の小規模企業対策の中心的な存在として認識せし
められるにいたっている。
今やこの立場の理論は，中小零細企業者自身を刺戟するのみならず，ある意
味では，中小企業為政者に対しても恰好の示唆と影響を与えてしまったといえ
よう。
2-5) 「小零細層『窺迫的自立化」論」
この立場の論者たちは，「従来，少なくとも昭和 34,5年頃まであるいはそれ
以前においては，いわゆる『小零細企業」なる存在，ないしその本質は，いっ. .. . . . . 
てみれば，それ自身よりも，むしろそれ以外の条件の中にその存在要因がある
と考えられていた」44) (1ページ）のが，今日のいわゆる高度成長にともない，
これらの存在基盤そのものも変化しつつあり，一定の限度内で，いわばそれ自
身の中に成長要因があるとみなして，「現段階におけるいわゆる「小零細企業』
44)江口英一・高田博「小零細企業における『蓄積Jの分析」（小零細企業特集論文「日
本の小零細企業の分析』）， 中央大学経済研究所『中央大学経済研究所年報」 No.2,
1971, 1972年3月。
なお，本論文については．大阪経済大学中小企業経営研究所「中小企業季報」 1972,
No. 3 (1972年10月， 38~39ベー ジ）に解説した。
356 
最近におけるわが国中小企業問題論の動向とその展開（田中） 705 
ないし「小零細経営」の本質を明らかにすること」 （注44>-1ページ）に研究
目的をおかれている。 ．． 
まず，「これらの要素としては，便宜的にこの分野における『蓄積』の面に
目がむけられ」 （注44>-2ページ），利潤―蓄積の関連において，成長—
「小経営者」と，一方における「賃労働者」化という両極分解の様相を明らか
にせんとしている。
つぎに， 「蓄積」の分析対象は， 1 従業者人口， 営業数等規模別構造の推
移， 2 貨幣的側面，設備，機械等の生産手段， 3 「新生」と「蓄積」との
関係， 4 所得，労働，賃金状況，等であり，豊富な統計資料によって本研究
の意図が現実的に実証されている。
これらの研究成果として，ことに， 1963,4年以降， それまでの傾向に反し
て，この分野での顕著な増大がみられたこと等が指摘されているが，その内容
・性格等をみると，それは実質的には，いわゆる「内職」，「家族労働者」中心
の「名目的営業であり」，論者たちは， これを「窮迫的自立」 （注44>-62ペー
ジ）と名付けるのである。 ．． 
すなわち，「今日の社会では，相対的に『自立し，独立的」であるけれども，
大きくは今日の社会を支配する資本のもとに，結局のところ，支配され，従属
する地位しか与えられない」 （注44>-59~61ページ），「家族労働力の適当な
組合せのもとに，いわゆる『朋芽的」な利潤を蓄積し，拡大し，その『自立』
の内容を豊富化し，場合によっては資本家的経営として成長することもあり得
る。経済の規模が拡大するような時は，その好期であろう」（注44>-61ペー ジ）
が，「これに反して，用いられる労働力は家族労働力とはいえ， その数は複数
でなく単数であり，場合によっては単独の女子労働力であって，その収益は，
生活を維持するのにほとんどあるいはまったく足りないような収益しかもたら
さず，場合によっては，小範囲の生産手段さえ自己所有でなく借用する場合が
多いような営業体」 （注44>-61~62ページ）なのである。
このように問題性として，たとえば，利潤率との関連でみれば，重化学工業
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分野が高利潤であることに対して，軽工業分野が， 「不安定」， 「停滞性」を内
包していること，また長時間就業や労働力の性質，雇用者の高令化と固定化等
があげられている。ことに，自営業主の年令構成について， 「もし， 高令化し
てからの自営業主としての『自立」であるならば， それは， われわれのいう. . . . . 
『窮迫的自立』であろう」 （注44>-112ページ）と強調され， たとえば， ベン
チャー・ビジネスの経営者の年令構成にみられるような「若い層からの『自
立』ないし『独立』が，むしろ進められているかも知れないが，そのことだけ
をとらえて新しい現象であるということは出来ない。そしてそれはそれだけの
ことである」 （注44>-114ページ）と批判的にのべられる。つまり， 論者lたち
は，「問題は，小零細企業分野での雇用者の高令化の動向と， 自営業主のむし
ろそうでない動向とを，あわせてみたとき， それは何を意味するかというこ
と」 （注44>一114ページ）を重視されるのである。そして，「きわめて一般的な
レベルでのことであるが，要するに，雇用者と自営業主はこれまでよりも一そ
う対立ないし平行線としての関係を，明確にしている，それは裏をかえせば，
小零細企業はこのような形で，資本家的生産としての性質を増大し，いわゆる
「近代化』しつつ，全体の構造の中に深くみられつつある，そして全体の資本
家的「蓄積」の中に，ますます深く把えられていくであろう」 （注44>-114ペ
ージ）ということを主張されるのである。
これを要するに，前項でみてきたような，一連のエリート的中小零細企業論
者たちが， 60年代においては「中堅企業」を，そして， 70年代にいたっては，
「ベンチャー・ビジネス」を，中小零細企業の「エリート」ないしは「チャン
ビオン」として位置づけ，脚光を浴びせたのに対して，こちらの論者たちは，
それとは対象的に，小零細企業層の「下限」に幅広くただよっている暗の方を
とりあげて研究・分析されたのである。しかも，それらを単に「中小企業」一
般としてではなく，それ自体を一社会層として位置づけ，その本質的研究の展
開をみせようとされているのである。
2-6) 「中小企業格差構造論I
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われわれれはすでに，現段階において，中小零細企業層のなかから成長発展
していくもの，あるいは，旧態のものにとってかわって新しい革新的企業の出
現を積極的に評価する立場からの問題論等をみてきた。と同時にまた，この層
での停滞ないしは「窮迫的自立」化の広がりに関する研究・分析も理解してき
た。すなわち，これらの現象を全体として把握するとき，それはとりもなおさ
ず，中小零細企業内部における両極分解とその広がりの傾向がみられていると
いうことである。したがって，それを強調する立場からの問題論等が数多くあ
らわれているということもまた当然ともいえよう。
①ー その一つとして，粕谷信次氏は，「最近における中小企業の階層分解
について」45)分析されている。
粕谷氏は，「『中小企業経済』は最近の『高度成長期』をも含めて， 『第I期
転型期」以降，業種間格差，企業間格差などの著しい不均等性，跛行性を，い
いかえれば，成長のなかの倒産， 発展のなかの没落， 『伸びゆくもの』と『消
えゆくもの』への分化という一見矛盾したような複雑な事態を特徴としてい
る」 （注45>-144~146ページ）ことに分析の焦点をあわせる。つまり， 中小企
業の「上向分解」と「下向分解」とを，その実態面から検討され，これをつう
じて「現代日本資本主義の展開ないしは資本蓄積メカニズム」の特徴，意義を
探究しようとされるのである。
まず，粕谷氏は， 近代化論者—中村秀一郎，氏原正次郎，高梨昌氏等46)
を代表的にあげる—たちの見解である， 「旧来の中小企業すなわち「零細工
業』『小工業』→ 『中工業』『中堅企業』という上向分解について検討」（注45>
-150ページ）して，「『中工業』『中堅企業』が広範に生じていること」 （注45>
45)粕谷信次「最近における中小企業の階層分解について」， 法政大学経済学会『経済志
林」第38巻第3・4号， 1971年1月。
46)粕谷氏は氏原正次郎・高梨昌「中小企業の『技術革新』」，国民金融公庫調査部「調査
月報」 No.18,1962年9月および，高梨昌「現代日本の中小企業問題ー中小企業論の
反省」（『社会科学研究」第14巻第6号）などに注目されている （注45>-150ペー ジ
の注8)。
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-151~153ページ），また，「消費財部門や小売商業部門などにおいても， ょうや
く『零細工業』ないし『小工業」から『中工業』への上向の条件が整ってき
た」 （注45>-153ページ）ことは事実として認められる。しかし， 「それは同時
に独占的大企業がこれらの分野を制覇する条件が整ってきたことをも」（注45>
-153ページ）実態に則して強調される。すなわち， 「『零細工業』「小工業」の
階層分解における上向は，一方で，たしかに『中工業』なり『中堅企業』とい
ってよいものを生みだしてはいるものの，他方で，それらは急速に独占資本組
織のなかに組みこまれつつあるのである」 （注45>=161ペー ジ）と。
また一方，「中工業論」「中堅企業論」において主張された， 「『小工業」『零
細工業』→プロレタリアートという『近代的」下向分解も単純に進行している
とはいえない」 （注45>-164ページ，および176ページ）ということをも強調され
る。というのは，「『転型期』以降，＜雇用者→自営業主＞という逆の流れの方
が，より大きく増大している」 （注45>-163~164ページ）からである。
このようにして粕谷氏は， 「最近においては，『規模の時代は終り』，規模に
関係なく高生産性を実現することができるに至ったのであり，従って零細企業
でも高生産性を実現することが可能であり，最近の零細企業の激増は，むしろ
このようなかたちで進行する『二重構造』の解消過程であるともいわれてい
る」 （注45>-177ページ）ことに対しては疑問視される。すなわち，「『転型期』
以降における全体としての零細企業の著増は，やはり相対的過剰人口の新たな
創出とは無関係ではなく……，最近ますます著しくなってきている中小企業の
階層分解の進行は，単純に産業構造の高度化，生産力の発展，総じて経済の発
展による『二重構造』の解消過程であるとはいえない」（注45>-177ペー ジ），し
かしながら，その故に，「旧態依然たる『二重構造」が拡大再生産されている
わけではない。また『中小企業経済」が存立の危機一色にぬりつぶされている
わけでもない」 （注45>-177ページ）とのべられるのである。
これを要するに，粕谷氏は，最近にいたって顕著化している中小企業層の両
極分解ないしは「中小企業の多様化を，それを生み出した現代日本資本主義の
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階層分解形態，したがって現代日本資本主義の資本蓄積様式との関連において
意義づけ」 （注45>-182ページ）られているのである。
②一 つぎに，三宅順一郎氏も，「70年代の，中小企業の階層分化の基本的
な特徴」 （注13>-28ページ）が何であるかということに焦点をあわせ， そこか
ら，今後中小企業がいかにあるべきかということを示唆的に論じられる。
すなわち，産業構造の高度化時代，あるいは産業構造の構造的変動時代とも． 
いうべき70年代においては，通念としての従来の大規模の経済性といった理論
では説明しえない現象，ことに小零細層の肥大化現象を，その実態的側面より
描き出されるのである。
三宅氏は，「中小企業の規模別階層分化におけるいわゆる「分解基軸」を，
製造業の場合，従業員規模別には， 20人ないしは 30人のライン（下方基軸20人
一『生業」と『経営Jの分岐点）と， 100人のライン（上方基軸―経営管理組織に
おける質的な転換点）とを想定すると， また付加価値生産性その他の指標から
も，このラインを境としてかなり明白な断層がみられている」 （注13>-30ベー
ジ）ことを強調される。
そして，ことに， このような小零細規模層の分野の積極的な生成について
は，「独自的分野」の拡大， 小零細企業において働くことに意義を見出す「労
働者意識」のあらわれ等をあげられる。また， 「その他の要因」としては，労
働力不足現象による大企業側からの下請利用度の増大，小零細企業発生の側面
において家族労働に依存せねばならないという零細経営への転落化，賃金労
働者としての頭打ちからの脱皮，零細農との結びつき， 等（注13>-31~32ペー
ジ参照）をあげ， ことに後者の要因の方にウエイトをおき， 小零細層の肥大化
現象は，従来のような「大規模経済の終り」ではあるが， 直ちに「小零細規
模層」にとって有利だとは安易に主張されない。だからこそ，構造的変動時
代にあっては， これ対応にすべく計画方針が必要であると論じられるのであ
る。
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③ー さて，「中小企業の格差構造」47)に関する本格的な研究・ 分析， した
がってその理論の展開は，周知のように巽信晴氏においてみられている。
巽氏はすでに，「資本主義の全般的危機の第二段階における中小企業問題の
本質的特徴・内容を解明するための核心的課題として，中小企業の階層分化＝
階層的企業構造に焦点をしぼり，歴史的に中小企業論の理論的・実証的展開を
試み」48) (2ページ）られてきた。
巽氏は，「中小企業が複雑かつ多種多様で問題性をもった階層であり， ひと
まとめにして論ずることのできないのと同様，中小企業の格差構造もまた単な
る量的な企業規模（資本金，資産額，売上高，従業者数など）の差異とその構成だ
けを問題としているものではない。問題は，経済構造における独占資本の再生
産構造＝資本蓄積構造に規定された質的な問題性をもった格差である」（注47>
-105ページ）と論じられる。すなわち，「中小企業の格差構造の本質は，独占
資本による集中・支配と，剰余価値の再分配という独占利潤獲得のための収奪
機構であり，独占と併存する競争によって激しい矛盾，あつれき，紛争を生じ
ている市場構造を通じて現実化される……。これを中小企業からみれば，基本
的にいって，成長と従属から停滞・倒産・プロレタリア化という階層としての
不安定さを，つねに醸成する駆動メカニズム」 （注47>-105~106ページ）であ
ると主張される。
「そこで，このような中小企業の格差構造形成の一般的基礎を，独占資本主
義下の中小企業の一般的な存立条件と存立分野およびそこでの競争の特徴と存
立形態を通じて検討」 （注47>-106ページ）されるのである。
まず，独占資本の収奪機構によって，下請，系列的支配が強化され，中小企
業の階層分化が促進され，「独占資本を頂点に， (a)子会社， (b)系列企業， (c)専
属的下請中小企業（系列企業）， (d)浮動的下請中小企業， (e)浮動的再・再下請小
47)巽信睛「中小企業の格差構造」， 島恭彦・宇高基輔・大橋隆憲・宇佐美誠次郎編『新
マルクス経済学講座 第4巻 現代資本主義と社会主義」有斐閣， 1973年1月。
48)巽信晴著「独占段階における中小企業の研究」三一書房， 1960年6月。
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・零細企業（町工場）という格差構造」 （注47>-110ページ）ー「企業集団の階
層的な企業経営構造と管理体系」 （注47>-usページ）等が具体的に実態研究
に則って明示される。さらにまた，「高度成長を通じて， 1962年頃から企業合
併が急増し，合併を中心に産業再編成を促進し企業集団を再編成することによ
り，『寡占体制の確立」が進められてきた」 （注47>-111ページ）が，一方， 中
小企業の側においても，「近代化促進法による構造改善施策」 （注47>-111ペー
ジ）から「適正生産規模を目標に合併・協業化など集約化・グループ化が行な
われた」 （注47>-116ページ），換言すれば， 「一連の中小企業政策が・・・・・・， 中
小企業の格差構造を一層強化・拡大してきている」 （注47>-117ページ）のみ
ならず，その強化・拡大の傾向が，「地域構造にも反映している一地域格差の
促進一」49) (注47>-117ページ）こと，つまり， 「大都市の小零細企業問題」50)
として一層深刻化せしめられているということを実態研究される。
さらに，公害問題についてもこの関連において論じーー「この格差構造が集
中・収奪のメカニズムとして，独占・大企業の「しわよせ」機構となっている
ことは，同時に産業公害の「たれ流し」機構としての役割をも荷っている」
（注47>-117ページ）—, この立場の理論を展開されていくのである。
すなわち，巽氏はまず，「大都市での増加する事業所数の小零細企業化の現
象」 （注so>-1s2ページ）の主な要因として，「(1)大企業中心の工場分散， (2)従
業員の独立志向性（とくに中小企業従業員の30オ前後からの賃金・給与の頭打ち傾向
と自営業主所得との関係）， (3)大都市での需要の多様化・市場の拡大（人口集中の所
得水準上昇などによる）が，新規開業に有利に作用した（景気変動や業種によってそ
の作用に不均等）， (4)『労働力不足』などによる小零細企業への下請的利用の増
加， (5)中小企業の小零細企業への下降， (6)家族従業員，パートタイマーなどの
49)巽信睛「大阪工業の構造的特徴と都市再開発」，大阪市立大学研究所『大都市圏の経
済構造」日本評論社， 1971年5月。
50)巽信晴「大都市の小零細企業問題ー大阪市小零細企業についての一考察」， 大阪市立
大学経済研究会「経済学雑誌」第69巻第 1• 2号， 1973年8月。
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労働力利用が，＇小零細企業の存立条件（競争）に有利に働いたこと， (7)地域的
に社会的分業が発達し，外部経済の効率的利用を促進した， (8)情報機能の発達
により小零細企業でもソフト面（高級化，ファッション化など）で新製品の開発
など製品差別化（多様化）による高付加価値製品への進出の可能性ができたこ
と」 （注so>.,.,1a2ページ）等をあげられる。そして， 「このような大都市の小零
細企業の特徴的な動向」 （注50►-132ページ），「さらに東京との対比で大阪市
について分析」 （注so>-1a2ページ）が綿密に行なわれている。その結果， 「重
要なことは，このような大都市の特定地区で38年以降増加傾向を示した小零細
企業のなかに，その地域工業構造の特徴との関連で，そこでの社会的・経済的
条件（社会的分業や多就業形態の発達など）と有機的に結合しながら， 『近代的」
な機械設備，生産技術をもった小零細企業が増加してきた」 （幼稚なベンチャー
・ビジネス論者の云うようなものでは決してない）」（注so>-146ページ）ということ
を鋭く指摘され，さらにこれらの小零細企業の存立条件を分析されるのであ
る。
これを要するに，巽氏は，「いわゆる『近代的』な小零細企業も含めて小零
細企業の成長・『増加」の条件として，局地的に多くの業種の混在による地域
内分業・協業関係（下請関係）の深化と，相対的に低い賃金による多種業形態
の存在が必要・不可欠となっていること」（注50>-155ベー ジ），究極のところ，
「独占・大企業の最大利潤につながっていること」 （注50>-155ペー ジ），つま
り，独占・大企業の収奪と搾取の過程において小零細企業の生成と存続が許容
されるということを，その実態分析より論じられるのである。そしてまた，「大
都市の小零細企業問題が，このような外部環境ー外部経済•生活環境・住民生
活の向上・ーと切り離し得ないものであることは勿論，小零細企業の立地条件
が，このような複雑な社会的・経済的条件のなかで絡みあって問題となってい
るところに，大都市再開発の困難な問題性のあることをも強調」 （注50>-155
ページ）されている。
なお，巽氏は，このような格差構造は，西ドイツの場合においても， 「独占
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資本主義段階の基本的な経済法則による一般的・共通的な現象と同時に，西ド
イツ経済構造の歴史的な発展段階とそこでの特殊性に規定された特徴」（注47>
-117~118ページ）とをあわせもってあらわれていること， すなわち，「西ドイ'.,
ツの中小工業・手工業の格差構造が，特殊性をもちながらも基本的に中小工業
・手工業に対する下請を基軸とした集中と収奪のメーカニズムであるという本
質を，わが国と同じように実証して」（注47>-122ページ），「階層分化の進展な
どの諸現象を」51> (290ページ）指摘されている。
このようにして，巽氏は，この問題における深化の傾向にともなって，今や
国際比較研究が重要となってくることをも強調されているのである。
IV むすびにかえて
—小零細企業問題論の深化とその課題ー一
以上においてわれわれは，最近におけるわが国中小企業問題論の動向とその
展開を，それぞれの研究・分析，あるいは依拠する理論的立場から主張される
特徴等にしたがって，若干の整理分類を試み，概観してきた。
ここにいたってわれわれは，いずれの理論等においても，その対象が，いわ
ゆる一般的な意味での中小企業よりも，むしろ小零細企業の方にウエイトがお
かれ，しかもこの層についての研究・分析ないしは問題論の深化とその展開が
みられているということを理解できた。
すなわち，それは，「『零細企業」＝家族労働中心の「企業以前の経営」 (1 
~9人），および『小企業』＝『資本による経済計算のしくみ』をもつ小規模な
企業 (10~49人）一ーいずれも製造業—で，現実には区分が困難で， しかも
両者間の移行がきわめて流動的である」 （注37>-1ページ）層に対する本質論
的研究の朋芽である。
51)巽信睛「西ドイツの下請と賃金格差問題」， 加藤誠一・小林靖雄・ 瀧澤菊太郎編『先
進国の中小企業比較ー中小企業叢書ーXIJ有斐閣， 1970年3月。
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いや，それは，近年におけるわが国産業構造，わけても工業における内部構
造の高度化あるいは変貌にともない，中小零細企業の存在分野もダイナミック
に変貌し，ことに小零細層にあっては激しい階層分化あるいは階級分解の現象
が顕著になりだしたため，このようないわば全く新しい現象・事態に対処すぺ
く，また，従来とは異なった新生の中小零細企業に視点をあわせるものをも含
めて，この方面での研究・ 分析あるいは問題論等が深化し，展開をみせてきた
ともいうぺきなのである。そして，それらが，それぞれの立場から，その対象
を現実に事実として浮きぼりにしていることも，それぞれの実態研究等からは
確かに理解できた。
また，本小稿では論及しなかったが，それぞれの依拠する理論的立場からの
相互批判等が行なわれていることも周知の事実である。
ところで，筆者は本小稿の冒頭にヘンリー・ヒッグスの章句をあげたが，こ
こにまた，「ある一人の著者がフィジオクラアトに関して提起した重要な命題
といったものはどれ一つとしてほとんど例外なく他の者から反駁を加えられた
のである」52) (p.1, 邦訳書9ページ）という章句を想起せざるをえない。重農
学派研究と同様に―いや，その実証研究・ 分析がより可能であり，またそれ
が必要であるー中小企業研究においても，既存の研究・理論に対して批判的
態度をもってなされる研究等は，それ自身また批判の対象ともなるであろう。
それでこそ，一層の事実認識，したがってその学問・ 研究の進展がみられると
いうことは今更改めて強調するまでもないであろう。
このようにしてみてくると，今こそわれわれは，この方面において，すなわ
ち，中小企業一般としてではなく，小零細企業そのものを一つの社会層として
とりあげ，これに対して，本質的に取り組んでいかねばならないことがまず第
ーに痛感されるのである。
52) Henry Higgs, "The Physiocrats, Six Lectures on t加 FrenchEconomistes of 
the 18 century", 1897, ヒッグス著 住谷一彦訳『重農学派』末来社， 1957。
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たしかに，従来一般的にみて，「中小企業」 と呼ばれている一つの企業群な
いしは階層についてアプローチする場合，これを「大企業」との関連における
相対的概念として規定してとりあつかい，しかも広義の意味においては，その
中に「小零細」のものを含めているのが常であった。ことに為政者，たとえば
中小企業庁においても，『中小企業白書」の中で小零細企業は， 中小企業の一
部として，やや分割的にスペースを与えてとりあつかっている程度である。
したがって，ある意味では，わが国中小企業全般についても，中山金次氏が
論じられているように，、それは，「長い間小零細企業を含めた非独占資本の問
題性把握につとめてきた。零細企業は，独占資本主義のもとで，広い意味での
中小企業の一部を形成するものとされ，一括して中小企業と呼ぶばあいが多
く，また中小企業問題という場合にも一括して対象とされてきた」58) (15ペー
ジ ）。・
すなわち，隅谷三喜男氏もまたのべられるように， 「日本における中小企業
研究の主流は，中企業と小企業とを分離して，それぞれの問題を究明しようと
いう発想を，当初からもっていなかった」54) (<1>-61ページ）のである，そ
れが，いわば日本経済の現実的変化にともない， 「これまで零細をふくめて中
小企業を一体としてとらえていたこれまでの考え方が·…••ここへきて転換せざ
るをえなくなった」55) (15ページ）のである。だからこそ，それは「なぜ」 （注
ss>-1sページ）かという問題提起によって本質論へと深化していかねばならな
いのである。
53)中山金治「零細企業問題の所在と本質」， 日本大学商学研究会「商学集志」第36巻第
4号， 1967年2月。
54)隅谷三喜男「零細経営の経済理論」，東京大学経済学会『季刊経済学論集」 (1), 第36
巻第2号， 1970年7月。 (2),第3号， 1970年10月。 (3),第4号， 1971年1月。なお，
隅谷氏は中小・零細企業を「中小・零細産業」ー産業論的視角より理論展開をみせら
れている。したがって，筆者なりの整理分類では「中小・零細産業論」として位置づ
けることができよう。
55)中山金治「最近の『零細企業問題』についてーとくに中小企業政策の「分化」傾向に
関連して一」，商工組合中央金庫『商工金融JI第16巻第8号， 1966年8月。
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さらにこのことはまた，松原教授が最近ことに強調して主張されるように，
為政者にあっても，「激動・変動が常態である今日の『変動化社会」ないし『転
換期社会』に対応すべく中小企業経営，すなわち中村秀一郎氏のいわゆる70年
代における『中堅企業』および典型的な意味での現代的中小企業ないし新しい. . .. . . . . . . . . . . 
中小企業とは区別されるところの固有の意味での小規模や零細企業に対して
は，何らかの特別な政策的配慮が必要」（注56>-129-130ペー ジ参照，頭点筆者）
となってきているのである。
今や，この分野一ーいわゆる広義での中小企業を対象としてきた一ーでの研
究・分析，したがってその問題論は，小零細層に焦点をあわせて深化し，その
本質論的展開が必要とされ，またその朋芽をみようとしていることはくり返し
て強調されねばならない57)。
寡占体制下での競争者，旧態の中からも成長発展して脱皮していくもの，そ
して，窮迫的自立者，等々，そこには格差構造がみられ，しかも一層それが拡
大化傾向にあることは何人もこれを否定できないであろう。だからこそ，少数
エリートないしはチャンビオンの新しい出現が理想目標となり，一方，大衆的
には民主革新勢力の担い手たるべくその結集が必要ともされるのである。まさ
にそれは，「同質的一体であるというよりは，異質的な群であり， 一元的であ
るよりは，多元的」（注4>-30ペー ジ）である。 さらに， それは単に中小企業
内部構造における下限層としてではなく，むしろその予備軍一ー企業と生業と
の谷間にあり，絶えずこの間の移動をくり返しているという意味で一ーとし
て，それ自体一つの社会層を構成するところの存在ともいうべきなのである。
したがってまた，これを対象とするわれわれにとって必要な研究態度は，も
56)松原藤由「社会経済環境の変化と中小企業経営」， 関西大学経済学会「経済論集』第
23号， 1973年10月。
57)最近における零細企業問題研究の主要なものについて巽信晴氏は整理分類して研究発
表され，「いまだそれが試行錯誤の段階にある」と強調されている。巽信晴氏『零細
企業問題について」関西中小企業研究会（代表者 藤田敬三氏）第22回研究会， 1971
年9月1813,大阪経済大学中小企業経営研究所。
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ちろんジャーナリスチックなものではなく，真摯な実証研究分析に基礎づけら
れた，また理論的にみても， それぞれが， 「そこには一定限度における調節の
余地もないわけではない」 （注2>-3ページ）ことの認識の上に立ち， ここに
おいても， いわば個別的に， 「分離的に理解」するのではな<' 「総合的に理
解」し， しかもそれは国際的規模での研究志向58)ということである。 ことに
最近，たとえばイギリスにおいても，いわゆる『ボゥルトン委員会報告』59),
および，中小企業の「繁栄」と「衰退」という格差構造の深化傾向に対する実
証分析をともなった本質論的研究があらわれてきた60)こと等を思い合わせる
とき，一層この感が強められるのである。
-1973, 10, 10脱稿—
58)たとえば，最近における中小企業の国際比較研究として，つぎの著書等がある。
0加藤誠一著「中小企業の国際比較」東洋経済新報社， 1966年3月。
なお，本書については，関西大学「経済論集」第17巻第3号 (1966年9月， 101~ 
111ページ）に書評した。
0大阪アジア中小企業開発センター『アジアの中小工業と日本一その経済発展におけ
る役割ー』日本評論社， 1966年5月。
。加藤誠一・小林靖雄・滝沢菊太郎編「先進国の中小企業比較ー中小企業叢書ーXI」
有斐閣， 1970年。
0 藤田敬三• 藤井茂編「発展途上国の工業化と中小企業ー中小企業叢書ーXIII』有斐
閣， 1973年4月。
59) "Small Firms; Report of the Committee of Inquiry on Small Firms" -Chairman 
J.E. Bolton, Dsc—, London, HMS0,1972. 
60) Jonathan Boswell "The rise and decline of Small Firms", George Allen & 
Unwin, 1972. 
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